
１．緒言

地域保健法が施行されてから５年がたち，その流れの中で

保健所のあり方が模索されてきた．地域保健法の中では，

保健所には企画・調整・連携・教育機能等を発揮すること

が求められている．

このうち保健所が調整機能を果たすための一つの場として

会議の開催がある．その中で保健所保健福祉サービス調整

推進会議（以下，推進会議と記述する）は，保健所活動強

化対策の一つとして，高齢者等の在宅療養者サービスを担

う保健・医療・福祉関係者の連携を図ることを目的として，

昭和62年から国庫補助事業として設置されて実施されてき

ている．そして平成12年度からは広く普及がみられたこと

で一般財源化され自治体事業となり，各々の自治体のやり

方で推進されることになった．

本学部はこの推進会議の効果について評価し，保健所の

調整機能を示すための一つの試みを過去において実施してい

る．当時に比較し保健所数等も変化しているものの，評価

項目あるいはそれに影響している要因については現状におい

ても適応できるものと考え，ここに紹介する．

２．方法

１）対象
平成９年11月時点において設置されていた保健所全数706

ｹ所

２）方法
所長宛の郵送質問紙調査

３）調査内容
推進会議の実施状況，推進会議で得られた効果（以下，

得られた効果と略す）（29項目），推進会議を通して果たせ

た保健所の機能・役割（以下，機能・役割と略す）（13項

目），保健所の属性（管轄人口，管轄市町村数，スタッフ

数，保健婦数）等．

４）調査期間
平成９年11月～12月

５）分析方法
保健所の設置主体別により，都道府県（以下，県型と略

す），政令市，特別区に分けて回答の分布を集計した．また

県型保健所について機能・役割と保健所の属性（管轄人口，

管轄市町村数，保健婦の対住民数）との関連について検討

した．管轄人口については５万未満，10万未満，30万未満，

それ以上の４区分とした．管轄市町村数は１市町村，４市

町村未満，７市町村未満，それ以上，に区分した．保健婦

の対住民の数の区分は，１万未満，２万未満，３万未満，

それ以上，で行った．

なお，本会議は本来，県型保健所の地域保健活動の強化

対策として設けられた経緯があり，県型におけるその推進の

意義は政令市，特別区の保健所とは自ずと異なる．そのた

め，一部を除いて，県型保健所の結果を中心に述べる．

３．結果

回収状況は表１に示すとおりである．都道府県型の保健

所からは83.4％の回収が得られた．

１）推進会議の実施状況
推進会議，もしくはこれに類する連絡調整のための会議

は，県型で100％，政令市で77.5％，特別区で84.0％の保

健所が実施していた．

平成9年４月から10月末までの7ケ月間に推進会議を実施

した保健所は，県型の93.6％，政令市の62.7％，特別区の

44.0％であった．平均回数は県型が5.8回，政令市8.1回，

特別区6.0回であり，最多は県型で79回開催した，と回答し
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た保健所があった．

県型においてトップレベルの会議は89.3％，トップレベル

と実務者合同会議は92.2％，実務者のみの会議は98.2％で

実施されていた．また７ヶ月間に実施した各々の会議の目的

について聞いたところ，表２に示すとおり，最も多かったの

は処遇検討であった．また「その他」は研究，モデル事業

について等であった．

７ヶ月のうち１回でも参加した会議参加者は表３に示すと

おりである．市職員，福祉施設，訪問看護ステーション職

員等まで，広い範囲の職種が参加していた．「その他」は，

関係病院の医療職やソーシャルワーカー，あるいは処遇検討

の場合の当事者（母子保健における母親など）であった．

２）推進会議で得られた効果（表４）
推進会議もしくは類似の会議の効果として，今までに認め

られた項目は，「情報の交換（No.2）」，「参加者での問題の

共通理解No.4）」「事例への関わりについての方針の統一

（No.10）」，「関係機関間のスムースな連絡（No.19）」等であ

った．

一方県型において「効果あり」の回答が40％に満たない

ものをみると，「共同計画の策定（No.29）」，「多面的な事業

評価（No.28）」，「行政施策への提言（No.26）」，「長期予測

にたった長期目標をたてる（No.17）」等であった．

３）推進会議を通して果たせた保健所の機能・役割（表
５）
県型保健所について，保健所の機能・役割を十分もしく

はかなり果たせたと回答された項目をみると，割合の高かっ

た順では「会議の構成員を広域的に検討して集める（No.1）」，

「関係機関の役割を明確にして調整する（No.2）」，「専門的

な資料提供・助言・指導により，会議の成果を高める

（No.4）」であった．その一方，効果が果たせなかった，と

回答している割合が高い項目は「保健所運営協議会と連動

した運営をはかる（No.9）」「会議結果を生かし市町村の次

の活動計画立案を支援する（No.7）」等であった．

４）保健所の属性と「機能・役割」との関連
機能・役割に関して，「必要がなかった」と回答したもの

を除いて保健所の属性との関係を検討した．その結果，明

確に一定の傾向がみられたのは「必要な会議の構成員を広域

的に検討して集める」についてで，管轄市町村数が多いほう

が肯定的な回答が多かった．

（図１）

４．考察

１）会議の実施状況について
調査時点では，推進会議の名称で，様々なレベルの，

様々な目的を持った，様々な参加者が集まる会議が回数多

く実施されている状況であることが明らかとなった．

推進会議の最終目的である地域の体制づくりに寄与するこ

とを実現してゆくためには，様々な観点からの検討が行われ

る必要があるのは間違いない．本調査結果のような実施状況

はその地域や保健所の実状に応じたものであると思われ，そ

れ自体が良否を問われるものでない．しかし，このように一
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表２　会議の内容（％）（複数回答） 

処遇検討 67.4

基本的実施方針に関する事項１） 57.1

実施体制の確保に関する事項２） 48.6

サービス提供の指針に関する事項３） 39.3

事業評価に関する事項４） 22.4

その他 18.7

＊1）保健医療福祉事業の実施計画や基本的

実施方針に関して 

＊2）施設・設備の共用および人材の支援等 

＊3）母子保健，老人保健等のサービスにつ

いての指針や個別マニュアルの作成に

ついて 

＊4）個々の事業の実施・評価や管内保健，

医療および福祉事業全体についての分

析評価 

表３　調整会議参加者（％）（複数回答） 

保健所所長 56.8

所長以外の医師 43.8

保健所保健婦長 67.8

保健所企画担当部署職員 46.3

保健所保健婦 89.3

上記以外の保健所職員 55.3

区・市職員 24.7

市町村保健婦 84.7

市町村福祉担当職員 76.3

市町村事務職 42.5

訪問看護ステーション職員 39.0 

福祉施設職員 56.8

その他 81.7

表１　調査対象数と回答状況 

対象数 回答数 回収率 

総数 706 438 80.0%

道府県保健所 525 438 83.4%

政令市保健所 142 102 71.8%

特別区保健所   39   25 64.1%
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表４　保健所保健福祉サービス調整推進会議で得られた効果 

（Nに対する％） 

 

今までに認められた推進会議の効果 

＼保健所の種別 

 

総数 

N=565

県型 

N=438

政令市

N=102

特別区

N=25

  1　事例の状況を正確に把握できた 67.4 75.1 43.1 32.0

  2　参加者が属する各機関がもっている情報を交換することができた 86.5 94.3 63.7 44.0

  3　各関係機関の機能等に関する情報を整理することができた 63.0 69.4 44.1 28.0

  4　参加者間で問題の共通理解ができた 83.9 92.0 58.8 44.0

  5　多方面からの理解を深めることで一面的な認識を改めることができた 61.2 68.7 40.2 16.0

  6　問題解決のための社会資源を認識することができた 67.3 73.7 48.0 32.0

  7　病気や障害をもつ人々も地域のメンバーであるという認識を養うことができた 39.1 44.1 24.5 12.0

  8　家族や周辺を含めて事例のもつ問題を明らかにすることができた 71.7 80.1 47.1 24.0

  9　地域の潜在したニーズを顕在化することができた 43.5 48.9 25.5 24.0

10   事例への関わりについて関係者間で方針の統一ができた 76.8 85.6 48.0 40.0

11　関わる機関や人が一貫性のある対応ができた 60.0 67.1 37.3 28.0

12　事例の個別性に応じたニーズに応えることができた 57.0 63.2 40.2 16.0

13　必要に応じた迅速な対応ができた 48.7 52.3 43.1 8.0

14　地域資源を有効に活用することができた 55.2 60.7 41.2 16.0

15　広域的な援助ができた 35.4 41.1 18.6 4.0

16　予想される問題への予防的な対策を考えることができた 44.6 50.5 26.5 16.0

17　長期予測にたった長期目標をたてることができた 31.7 35.2 22.5 8.0

18　各々の機関の責任と役割が明確にできた 63.5 70.1 44.1 28.0

19　関係機関間の連絡がスムーズにできた 77.3 84.0 57.8 40.0

20　各職種が共同で関わることで複雑な問題の解決を図ることができた 51.7 57.3 36.3 16.0

21　各機関が個々に行っていた支援を組織的に展開することができた 42.8 47.7 29.4 12.0

22　支援を提供するチームを具体的に組むことができた 44.1 48.9 31.4 12.0

23　関係者への情報伝達の時期・方法等を改善することができた 36.8 40.2 28.4 12.0

24　現行サービスの改善・強化につながった 44.1 48.6 30.4 20.0

25　地域の体制づくりを具体的に検討することができた 44.2 50.2 21.6 32.0

26　地域のニーズを行政施策に提言することができた 24.1 27.4 13.7 8.0

27　関係者の活動成果を互いに確認することができた 43.2 46.3 35.3 20.0

28　多面的な事業評価ができた 17.7 19.6 10.8 12.0

29　次に行う活動について共同計画の策定ができた 17.3 19.2 10.8 12.0



つの会議の名称で様々な目的を持った会議が設定されている

場合，おのおのの会議の目的や位置づけが明確にされ，かつ

互いの会議が有機的に連動していないと，推進会議の本来

の機能自体が曖昧になることも考えられる．

本会議が各自治体での開催になった現在，本会議の名称

で実施されている会議に関して地域の実情に応じた運営が必

要と思われる．

２）推進会議の効果，保健所の機能・役割の達成状況につ
いて
今回の調査では，推進会議の効果として，情報の交換，

問題意識の共有，方針に関する意思統一等，活動の基盤と

なる要件については，効果が認められていることが明らかに

なった．その一方で長期的視野にたった支援，行政施策へ

の提言，計画策定，評価等に関する事項は今後の課題であ

ると思われた．これらは単一の会議では達成できるものはな

く，会議を重ねて構築してゆくべき内容であるといえるだろ

う．

保健所の機能・役割として果たせたと回答が多かった項目

は，本会議に求められる機能のうちのサービス提供体制の調

整の機能であった．会議の内容や結果を地域づくりや施策に

結びつける，企画や評価の推進役としての保健所の調整機

能は今後の課題であると思われた．

本調査の中で設定した保健所の属性の中で，機能・役割
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表５　保健所保健福祉サービス調整推進会議を通して果たした保健所の機能・役割(総数に対する％)

保健所の機能・役割 総数 十分 かなり いくらか 果たせず 必要なし 

  1　必要な会議の構成員を広域的に検討して集める 430 16.0 53.3 27.0   2.8   0.9

  2　各関係機関の役割を明確にして調整する 430   9.1 46.7 41.4   2.1   0.7

  3　市町村や関係機関からの事例提供や問題提起を支援する 426   5.6 43.4 40.6   7.7   2.6

  4　専門的な資料提供・助言・指導により会議の成果を高める 426   6.8 44.1 42.7   5.6   0.7

  5　管内の現行のサービスの質と量を広域的に評価する 422   2.8 12.3 50.5 30.1   4.3

  6　会議結果を生かし市町村の次の活動計画立案を支援する 419   1.7 11.5 47.3 32.0   7.6

  7　会議の成果を他の事業や行政の施策に結びつける 415   2.2 17.6 58.1 18.6   3.6

  8　地域特性に沿ったサービスのシステムを推進する 414   2.4 17.6 49.8 26.1   4.1

  9　保健所運営協議会と連動した運営を図る 411   1.0   5.8 16.5 43.1 33.6

10　市町村高齢者サービス調整チームと連動した運営を図る 418   2.6 13.2 38.5 30.9 14.8

11　目的・対象が重なる他の会議・協議会との連携を配慮する 420   2.1 22.1 43.3 19.5 12.9

12　会議の内容を調査・研究に結びつける 420   3.3 14.8 28.8 42.9 10.2

13　会議の記録を整備・保管して活用する 422   10.2 38.2 42.9   6.9    1.9 

十分 
かなり 
いくらか 
果たせず 

５万未満 

10万未満 

30万未満 

30万以上 

０％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％ 

図１　管轄人口別にみた，会議を通して果たした保健所の機能・役割 

「構成員を広域的に検討して集める」 



と明確に関連がみられたのは１項目のみであった．この理由

として，調整機能は保健所のみならずその管内の市町村をは

じめとする関連機関等も含めたダイナミックスの中で効果が

生じるものであること，地域の課題の状況によって機能の発

揮のしやすさが大きく影響されることによるものであると考

えられた．

３）今回の評価指標について
今回の評価指標は，本学部内での検討を経て作成したも

のであり，広く妥当性の検討を行っているものではない．ま

たあくまでも主観的な評価であり，事実に即しているかは不

明である．しかし，「調整機能」という抽象的な機能の具体

的な内容について検討可能な素材を提供し，かつ現状の一

端を把握するという観点からの意味はあったものと考えてい

る．

保健所の組織再編がすすむ中で，本指標に関しても見直

しが必要な点も生じている．この点も加味し，本指標が各地

域に即した指標に改変され，活用されることがのぞまれる．
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